別記様式第１号－４（第６関係）

	 事業実施主体名：

１　事業実施主体の概要（概要）
①　団体の概要
②　責任体制
③　交付金事業に係る自己負担分の拠出元

２　事業担当者名及び連絡先
①　氏　名（ふりがな）：
②　所属（部署名）：
③　役職：
④　住所：
⑤　電話：
⑥　メールアドレス：

３　事業対象地域： 



	 目標：地域での食育の推進

	目　標　値

	現状（　年度）
	事業実施後（　年度）

	


	



	 事業の必要性及び目標値の考え方

１　事業の目的


２　事業内容

６
３　実施体制


４　波及効果


５　事業成果・効果の検証方法


　その他事業の推進に必要な事項



	事業メニュー及び交付金要望額　　　　　　　　　　　　　※事業メニューごとに具体的な内容を記載

	事業実施主体名
	事業メニュー
	事業量
（規格・規模等）
	所要額
（円）
	交付金要望額
（円）
	交付率
（％）

	



	

	

	



	



	

	



	
	
	



	



	




留意事項
１　「目標」の欄は、要綱別表１の目標の欄に掲げる内容を記入する。
２　「目標値」の欄は、３の「事業の必要性及び目標値の考え方」に基づき記入する。
３　「事業の必要性及び目標値の考え方」の欄には、事業実施地区における現状の問題点、課題等について記載するとともに、目標値の設定根拠について可能な限り具体的・定量的に説明する。
なお、次表の欄に掲げる目標にあっては、同表の右欄に掲げた事項及びその具体的数値を必ず含めること。

	目　　標
	事　　　　　　項

	地域での食育の推進
	①事業の目的
②事業内容
③実施体制
④波及効果
⑤事業成果、効果の検証方法
※　監督・指導等の支援の事業実施計画書を提出する都道府県においては、事業成果のみを記入。
⑥（委託する場合）委託内容、委託先、委託予定金額
⑦その他事業の推進に必要な事項



４　事業メニュー及び交付金要望額の欄について
（１）「事業メニュー」の欄は、要綱別表１の事業メニュー及びその内容の欄に掲げる事業メニューから選択したものを記入する。
（２）「所要額」及び「交付金要望額」の欄には、事業内容ごとに当該年度分のみの額を記入する。また、「交付金要望額」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には、「減額した金額○○円うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入する。
５　本様式内に全ての内容の記入が困難な場合には、別に資料を作成し添付して差し支えない。
また、必要に応じ説明に必要な資料（例えば地図等）を添付する。
６　地域での食育の推進については、地方公共団体を除く事業実施主体の場合は、当該事業実施主体について、本様式のほか、（参考）経費積算資料、定款、交付対象経費に関する謝金・旅費・賃金の支払規程、役員名簿、民間団体等の概要、直近３か年の決算書・事業報告書（申請前年度の事業報告書がない場合は、事業計画書又は経営計画書）及びその他必要書類を添付する。
